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３．提出書類（電子申請の場合は次の書類をＰＤＦ形式等でアップロードしてください。）  

※証明書類（番号：３、４、６）は、証明年月日が申請日から３ヶ月以内のものに限ります。 

（凡例  ○→提出必要 △→該当する場合に提出必要 ×→提出不要） 

番号 

電

子

申

請 

持

参 

等 

提出書類 
法

人 

個

人 

写

し 
備  考 

1 

 

 

 

× 

 

 

 

〇 

倉敷市業務委託入札参加資格審査申

請書（様式１） 

 

※必ず令和 6・7 年度様式を使用して

ください。 

※電子申請の場合は作成不要 

〇 〇 
不

可 

・申請者は本社の代表者とし、使用印欄には、

請求・契約等に使用している印を必ず押印し

てください。（角印は使用する場合のみ押印） 

・受任者は倉敷営業所等営業行為を行うものを

記載してください。（委任しない場合は記入不

要） 

２ 〇 〇 

委任状（様式２） 

◆委任者連絡先を記入した場合には、委任

者の印（代表者印）及び受任者の印の押印

を省略可能です。 

△ × 
不

可 

・入札及び契約締結等の権限を支店長等に委任

する場合は必要です。 

・申請する業務名及び委任事項をチェック☑し

てください。（記入例あり） 

 

３ 〇 〇 

登記事項証明書（法人の場合のみ） 

○ × 可 

法務局で発行する商業登記の現在事項全部証明書

又は履歴事項全部証明書 

※証明年月日が申請日から 3 ヶ月以内のもの 

 

 

 

 

 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

〇 

代表者について①、②の両方の証明

書（個人事業主の場合のみ） 

①身分証明書 

②成年被後見人、被保佐人及び被補

助人として登記されていないこと

の証明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

× 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

可 

①身分証明書は破産宣告、後見登記、禁治産等の

通知を受けていないことを証明するものです。

交付申請については本籍のある市区町村へお尋

ねください。 

②登記されていないことの証明書は、成年被後見

人・被保佐人・被補助人に該当しないことを証

明するものです。交付申請については、東京法

務局後見登録課、全国の法務局・地方法務局（本

局）の戸籍課へお尋ねください。 

（参考）岡山地方法務局 

TEL 086－224－5656 (代表)  

（下記 注１参照） 

※ 証 明 年 月 日 が 申 請 日 か ら 3 ヶ 月 以 内 の も の  

※外国籍の場合は誓約書（様式３）を提出してく
ださい。 

 

 

 

 

 

（注１）代表者が成年被後見人、被保佐人又は被補助人として登記されていないことの証明について 

・窓口で申請する場合は、東京法務局の後見登録課、全国の法務局・地方法務局（本局）の戸籍課の窓口で申請してください。なお、

岡山県内で証明書の交付を行っているのは、岡山地方法務局（岡山市北区南方１－３－５８ ℡086-224-5656（代表））のみです。   

HP https://houmukyoku.moj.go.jp/okayama/static/20130130koukein.html  

・郵送で申請する場合は、返信用封筒（あて名を明記の上、返信用切手を貼付した長３サイズのもの）を同封して、東京法務局の後

見登録課へ送付してください。 

※ 詳しくは、東京法務局民事行政部後見登録課（〒102-8226 東京都千代田区九段南 1－1－15 TEL 03-5213-1360）へお尋ねく

ださい。 HP https://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/static/i_no_02.html  

https://houmukyoku.moj.go.jp/okayama/page000055.html
https://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/static/i_no_02.html
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番号 

電

子

申

請 

持

参 

等 

提出書類 
法

人 

個

人 

写

し 
備  考 

５ 〇 〇 決算書類（財務諸表） ○ ○ 可 

・法人の場合は、直近の決算時の財務諸表 

・個人事業主の場合は、貸借対照表及び損益計算

書、又は前年の１年間の収支決算書（確定申告

時の内訳書の全て） 

６ 〇 〇 

納税証明書
（未納が無い

ことの証明） 

 

 

 

証明年月日が

申請日から 3

ヶ月以内のも

の 

 

契約先住所が

倉敷市内の場

合、①～③が必

須 

①
国
税 

様式その３の３

（法人の場合） 

○ ○ 可 

全者必要 

※証明書の様式は「未納の税額がないこと」用。

法人はその３の３、個人はその３の２ 

※証明書の申請については国税庁のホームページ

を御覧ください。 

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nozei-shomei 

/01.htm 
 

国税については、電子納税証明書のオンライン 

による請求・交付が可能です。詳しくは国税庁 

又はｅ－Ｔａｘホームページを御覧ください。 

【e-Tax】ホームページ 

様式その３の２

（個人の場合） 

②岡山県税 △ △ 可 

岡山県内に本社又は支店等を有するなど、岡山県

税を賦課されている場合に必要 

※証明書の様式は、「県徴収金の滞納がないこと」

用（県民局が発行） 

③倉敷市税 

（法人） 
△ × 可 

倉敷市内に本社又は支店等を有するなど、倉敷市

税を賦課されている場合に必要 

倉敷市役所本庁税制課又は各支所の窓口で申請し

てください。 

※市税納付後、概ね２週間以内に申請する場合は

領収書（写し可）が必要です。 

④倉敷市税 

（代表者個人のもの） 
△ △ 可 

法人の代表者又は個人事業主が倉敷市税を賦課さ

れている場合に必要 

倉敷市役所本庁税制課又は各支所の窓口で申請し

てください。 

※市税納付後、概ね２週間以内に申請する場合は

領収書（写し可）が必要です。 

７ 〇 〇 

営業に関し法律上必要とする登録証

明書・許認可証等の写し 

（受水槽・高置水槽清掃業務のみ） 

△ △ 可 

契約締結先事業者の「建築物飲料水貯水槽清掃業

登録証明書」（都道府県知事発行のもの） 

※委任している場合は、受任者（支店、営業所等）

の登録証明書を提出してください。 

 

        

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nozei-shomei/01.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nozei-shomei/01.htm
https://www.e-tax.nta.go.jp/
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８ 〇 〇 実績調書（様式４） ○ ○ 可 

直近の過去２期分（２４か月分） 

複数業務を申請する場合は業務ごとに作成してく

ださい。 

９ 〇 〇 技術者経歴書（様式５） 〇 〇 可 

常時雇用関係がある者のみを記載すること。 

※市内業者（倉敷市市内に本社（店）を有する者）

の方は、雇用関係を確認するため、次の書類を

添付してください。 

・ 技術者経歴書に記載した者の雇用関係が客観的

に確認できる書類（年金事務所の受付印がある

最新の健康保険・厚生年金保険被保険者標準報

酬決定通知書又は社会保険の健康保険証の写し

に限る。） 

・後期高齢者の場合は、後期高齢者医療被保険者

証及び賃金（給与）台帳の写し（直近３カ月分）

又は雇用保険関係書類 

10 〇 〇 

技術者の資

格・免許が確

認できる書

類 

※登録有効期

限が、資格審査

の申請時期と

同時期の場合

は、年月日更新

が済み次第、新

たな免状等の

写しを提出す

ること。 

受水槽・高置水槽清

掃業務 
〇 〇 可 

公益財団法人日本建築衛生管理教育センター理事長 発

行の「貯水槽清掃作業監督者講習会修了証書」 

※有効期間内のもの 

自家用電気工作物保

安管理業務 
〇 〇 可 電気主任技術者免状（経済産業大臣発行） 

消防設備点検業務 〇 〇 可 

別表１を参照の上、次の免状を提出してください。 

・消防設備士免状（都道府県知事発行） 

※写真の書換え期限内のもの 

・消防設備点検資格者免状（有効期間内のもの）

（一財）日本消防設備安全センター発行 

※同一の方で上記のほかにも、電気工事士又は電

気主任技術者の資格も有する方は、そちらの免状

も提出してください。 

11 〇 × 
使用印鑑届（様式６） 

※持参、郵送の場合は作成不要 
〇 〇 

不

可 

押印したものをスキャンして、そのデータを申請

システム上で添付してください。 

12 × 〇 

倉敷市業務委託入札参加資格 

審査申請書受付票（様式７） 

※電子申請の場合は作成不要 

○ ○ 
不

可 
持参、郵送いずれの場合も必要 

13 × △ 
返信用封筒（切手貼付） 

※郵送で申請する場合のみ必要 
△ △  

会社宛名を記入し、必要分の切手を貼付してくだ

さい。（受付票送付用） 

14 △ △ 債権者登録申出書（様式８） △ △ 
不

可 
新規登録又は変更がある場合は必要 


